
4 留意事項

・先に基礎支援金のみ申請を行うことも、基礎及び加算支援金同時に申請を行うことも可能です。
・住宅の所有者であっても、実際に生活の本拠として居住していない場合は対象となりません。

また、加算支援金で申請の再建先に居住しない場合も同様です。
・加算支援金について、被災直後一時的にアパートを借り、その後申請期限内に新築する場合、
「賃借」を申請、受給した後に「建設・購入」として２回目の申請を行うことができます。
（この場合、２回目は「賃借」と「建設・購入」の差額金額を申請、受給することになりま
す。）
・「建設・購入」、「補修」のどちらかで申請した場合、生活再建は完了したとみなしますので、
「補修」で申請、受給した場合、その後「建設・購入」の差額申請はできません。
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申請に関する個別のお問い合わせは、被災時居住の市区町村担当窓口にご相談ください。

【被災者生活再建支援法人】
（公財）都道府県センター 事業部 被災者生活再建支援基金課

〒102-0093 東京都千代田区平河町２－６－３
TEL︓03-5212-9111（平日9:00〜17:00） FAX︓03-5210-4900

※１ 長期避難世帯の認定期間中、認定地域を再建先とした加算支援金の申請はできません。
また、長期避難世帯の認定解除後に加算支援金を申請する場合、住宅の被害程度に応じて支援対
象世帯となるか判断されますので、罹災証明書等の提出が併せて必要です。


